
○鳥取大学における長期履修学生の取扱いに関する要項 

平成１７年 ９月 ５日学長裁定 

平成２０年１２月１１日一部改正 

平成２６年 ３月３１日一部改正 

平成２９年 １月１７日一部改正 

令和 ４年 ５月３０日一部改正 

 （趣旨） 

第１条 この要項は、鳥取大学学則（平成１６年４月９日鳥取大学規則第５５号。以下「学

則」という。）第２０条及び鳥取大学大学院学則（平成１６年４月９日鳥取大学規則第５

６号。以下「大学院学則」という。）第１２条の規定に基づき、鳥取大学における長期履

修学生の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 （申請の資格） 

第２条 長期履修を申請することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

（１） 職業を有している者（自ら事業を行っている者及びアルバイト・パートタイムに

従事する者を含む。）。ただし、給与の支給を受けて職務を免除されている者及び修学に

影響を与えない範囲での軽微なアルバイト・パートタイムに従事する者については、適

用を認めない。 

（２） 育児又は親族の介護を行う必要がある者 

（３） 視覚障害、聴覚障害、肢体障害、その他の障害があるため長期にわたり修学に相

当な制限を受けると認められる者 

（４） その他各学部長又は各研究科長（以下「各学部長等」という。）が必要と認めた

者 

 

 （申請手続） 

第３条 長期履修の申請手続は、次のとおりとする。 

（１） 新たに入学する者は、入学手続期間に長期履修申請書（別紙様式第１号）を各学部

長等に提出しなければならない。 

（２） 在学生は、延長前の履修期間の終期が属する月の前月末までに長期履修申請書（別

紙様式第１号）を各学部長等に提出しなければならない。 

 

 （許可） 

第４条 前条の規定による申請があったときは、当該学部教授会又は当該研究科委員会の

議を経て、各学部長等が許可する。 

２ 各学部長等は、前項の規定により許可したときは、学長へ報告するとともに、当該許可

の対象者に許可書を交付する。 

 



 （長期履修の期間） 

第５条 長期履修することができる期間は、学則第１９条又は大学院学則第１１条に定め

る修業年限又は標準修業年限の２倍の年数を限度とする。 

 

 （長期履修期間の変更） 

第６条 長期履修学生で、特別な事情があると認められた者は、長期履修期間の変更を申請

することができる。ただし、原則として長期履修期間の変更は1回に限るものとする。 

２ 長期履修期間を短縮する場合は、短縮後の長期履修期間の終期が属する年度の前年度

の２月末（９月卒業（修了）予定の場合は、短縮後の長期履修期間の終期が属する年度の

前年度の８月末）までに、長期履修期間変更申請書（別紙様式第２号）（以下「変更申請

書」という。）を各学部長等に提出しなければならない。 

3 長期履修期間を延長する場合は、延長前の長期履修期間の終期が属する年度の前年度の

２月末（９月卒業（修了）予定の場合は、延長前の長期履修期間の終期が属する年度の前

年度の８月末）までに、変更申請書を各学部長等に提出しなければならない。 

４ 前２項の規定にかかわらず、各学部長等が特別な事情があると認める場合、長期履修期

間の短縮は、短縮後の長期履修期間の終期が属する年度の８月末（９月卒業（修了）予定

の場合は、短縮後の長期履修期間の終期が属する年度の前年度の2月末）までに、長期履

修期間の延長は、延長前の長期履修期間の終期が属する年度の8月末（９月卒業（修了）

予定の場合は、延長前の長期履修期間の終期が属する年度の前年度の2月末）までに、変

更申請書を各学部長等に提出すれば足りるものとする。 

 

 （長期履修期間変更の許可） 

第７条 前項の規定による申請に係る長期履修期間変更の許可については、第４条の規定

を準用する。ただし、長期履修期間を短縮する場合は、学則第１９条又は大学院学則第１

１条に定める修業年限又は標準修業年限を下回ることはできない。 

 

 （資格の喪失） 

第８条 第２条に定める長期履修学生としての資格を喪失した場合は、速やかにその旨を

各学部長等に申し出なければならない。この場合において、当該学生が在学すべき期間及

び最長在学年限は、当該資格を喪失するまでの履修実績を考慮して、当該学部教授会又は

当該研究科委員会の議を経て、各学部長等が決定する。 

 

   附 則 

 この要項は、平成１７年９月５日から施行する。 

   附 則 

 この要項は、平成２０年１２月１１日から施行する。 

 



   附 則 

 この要項は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要項は、平成２９年１月１７日から施行する。 

附 則 

 この要項は、令和４年５月３０日から施行する。 

 


